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平成２０年度 病院経営調査 報告

１ 調査目的

病院の経営収支の状況を把握することを目的とした。

２ 調査客体

全日本病院協会役員、代議員及び各県より無作為抽出した会員病院を客体とし、

客体数を５００病院とした。

３ 調査内容

病院の一般状況及び収支状況について調査した。

４ 調査期間

平成２０年５月１日から５月３１日までの期間の状況について、７月３１日

までに報告を求めた。

５ 調査方法

調査票を客体病院に送付し、自計記入後記名で返送された。

６ 調査票の回収

回答病院数は２８８であり、回答率は５７．６％であった。
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調 査 結 果

１．回答病院について

回答した２８８病院の内訳は次のとおりである。

表１ 病院数、経営主体別

病院数 構成比（%）

総数

個人

医療法人

その他

２８８

１２

２５２

２４

１００．０

４．２

８７．５

８．３

表２ 病院数、地域別

病院数 構成比（%）

総数

東京

指定都市

その他

２８８

２６

５０

２１２

１００．０

９．０

１７．４

７３．６

表３ 病院数、病床数別

病床数 病院数 構成比（%）

総数

～４９

５０～９９

１００～１９９

２００～４９９

５００～

２８８

１８

７７

１２３

６１

９

１００．０

６．３

２６．７

４２．７

２１．２

３．１

表４ 病院数、ＤＰＣ別

病院数 構成比（%）

総数

対象病院

非対象病院

２８８

３８

２５０

１００．０

１３．２

８６．８
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表５ 病院数、院外処方箋の有無別

病院数 構成比（%）

総数

出している

出していない

２８８

２１２

７６

１００．０

７３．６

２６．４

表６ 病院数、給食委託の有無別

病院数 構成比（%）

総数

全て委託

一部委託

委託していない

２８８

１６６

２３

９９

１００．０

５７．６

８．０

３４．４

回答数は昨年と同数の２８８病院（回答率：５７.６％）である。

処方箋を出している病院は前年とほぼ同じである。

給食を委託（一部委託を含む）している病院は前年６３．２％から６５．６％とほとん

ど変わらない。

なお、平成１８年度よりＤＰＣ対象病院について調査を行っており、今年度の対象病院

は３８病院（１３.２％）と昨年２８病院（１０.１％）より増加した。
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表７ 病院数、病床数、病院種別

病院数 病床数

総数 ２８８ ４９，８２７

一般病床のみ １１２ １８，９５７

療養病床のみ

うち医療保険のみ

介護保険のみ

医療保険と介護保険併設

３７

１５

２

２０

５，１６２

１，７８１

３３３

３，０４８

精神病床のみ

うち医療保険のみ

介護保険のみ

医療保険と介護保険併設

１２

１２

―

―

２，９０３

２，９０３

―

―

一般・療養病床併設

うち医療保険のみ

介護保険のみ

医療保険と介護保険併設

１１６

７５

４

３７

１７，７８８

１０，９９０

４８２

６，３１６

一般・精神病床併設

うち医療保険のみ

介護保険のみ

医療保険と介護保険併設

３

３

―

―

１，８７８

１，８７８

―

―

その他 ８ ３，１３９

注：結核病床を持つ病院は３で、結核病床数は１００であった。また感染症

病床を持つ１病院で病床数は３であった。なお、表６には結核病床、

感染症病床は一般病床に含めてある。

療養病床のみの病院は医療保険と介護保険併設の病院が多く、一般・療養病床併設の病

院は医療保険のみのほうが多かった。また、介護保険のみは極めて少数であった。
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表８ 病床数，病床種別

総 数 医療保険 介護保険

総数

一般病床

療養病床

精神病床

結核・感染症病床

４９，８２７

３０，８６１

１４，０５７

４，８０６

１０３

４５，７７９

３０，８６１

１０，００９

４，８０６

１０３

４，０４８

－

４，０４８

－

－

全病床のうち医療保険は９１．９％、介護保険は８．１％であり、昨年の９１．８％、

８．２％と比べてあまり変化は無い。

病床種別病床数では療養病床の２８．８％（昨年２８．９％）が介護保険指定を受けて

おり、精神病床は介護保険指定がない。
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２．病院の収支

表９ 収支率、地域別

医業収支率（％） 総収支率（％）

平成１９年 平成２０年 平成１９年 平成２０年

総数

東京

指定都市

その他

１０４．２

１０２．３

１０５．６

１０４．２

１０２．３

１０１．４

１０１．５

１０２．６

１０３．９

１０２．２

１０５．６

１０３．８

１０２．０

１０１．４

１０１．５

１０２．３

平成２０年の医業収支率、総収支率は、平成１９年と比較して１．９％下がっている。

表１０ 病院数の％、医業収支率別

医業収支率

総数 東京 指定都市 その他

平成

１９年

平成

２０年

平成

１９年

平成

２０年

平成

１９年

平成

２０年

平成

１９年

平成

２０年

総数

１００％未満

１００％以上

１００

２４

７６

１００

３２

６８

１００

４２

５８

１００

５４

４６

１００

２２

７８

１００

３８

６２

１００

２２

７８

１００

２８

７２

医業収支では３２％の病院が赤字であり、昨年（２４％）より悪化している。

地域別では東京では５４％の病院が赤字である。

表１１ 病院の％、総収支率別

総収支率

総数 東京 指定都市 その他

平成

１９年

平成

２０年

平成

１９年

平成

２０年

平成

１９年

平成

２０年

平成

１９年

平成

２０年

総数

１００％未満

１００％以上

１００

２３

７７

１００

３４

６６

１００

４５

５５

１００

４６

５４

１００

１７

８３

１００

３６

６４

１００

２１

７９

１００

３３

６７

表１１は、医業収支以外の収支を加えた総収支についてみたもので、３４％の病院が

赤字であり昨年より１１ポイント悪化している。

地域別では指定都市の赤字病院が大きく増えている。
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表１２ 病院数、医業収支率別、総収支率別

収支率（％）

医業収支 総収支

病院数 構成比（%） 病院数 構成比（%）

総数

～８４

８５～８９

９０～９４

９５～９９

１００～１０４

１０５～１０９

１１０～１１４

１１５～

２８８

７

１５

２６

４５

６６

４３

３９

４７

１００．０

２．４

５．２

９．０

１５．６

２２．９

１４．９

１３．５

１６．３

２８８

７

１４

２７

５１

６１

５１

３３

４４

１００．０

２．４

４．９

９．４

１７．７

２１．２

１７．７

１１．５

１５．３
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表１３ 推計キャッシュフロー率、病院数別

キャッシュフロー

（％）
病院数 構成比（%）

総数

～－１６

－１５～－１１

－１０～ －６

－５～ －１

０～ ４

５～ ９

１０～ １４

１５～

２８２

１３

９

２２

３８

８２

５８

２６

３４

１００．０

４．６

３．２

７．８

１３．５

２９．１

２０．６

９．２

１２．１

表１４ 推計キャッシュフロー率、病院数の％、地域別

キャッシュフロー

（％）
総数 東京 指定都市 その他

総数

０％未満

０％以上

１００.０

２６.９

７３.１

１００.０

４２.３

５７.７

１００.０

３４.７

６５.３

１００.０

２６.１

７３.９

今回は、推計キャッシュフロー率を下記の方法で計算した。

推計キャッシュフロー額＝総収支差額－（総収支差額×０.４）（注１）

＋減価償却額（注２）＋借入金収入額（注３）－借入金返済額（注４）

（注１）所得税推計額であり、総収支差額が赤字の場合は０とした。

（注２～４）平成１９年度実績の１/１２とした。

推計キャッシュフロー率＝キャッシュフロー額/総収入額

推計キャッシュフロー率は０％未満が総数で約２７％であった。
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表１５ 収支率、病院種別

回答数 医業収支率 総収支率

総数 ２８８ １０２．３ １０２．０

一般病床のみ １１２ ９９．６ ９９．６

療養病床のみ

うち医療保険のみ

介護保険のみ

医療保険と介護保険併設

３７

１５

２

２０

１１１．２

１１２．４

１１２．６

１１０．３

１１０．５

１１２．２

１１１．５

１０９．１

精神病床のみ

うち医療保険のみ

介護保険のみ

医療保険と介護保険併設

１２

１２

―

―

１０６．６

１０６．６

－

－

１０６．４

１０６．４

－

－

一般・療養病床併設

うち医療保険のみ

介護保険のみ

医療保険と介護保険併設

１１６

７５

４

３７

１０５．７

１０６．６

１１０．２

１０３．９

１０４．９

１０５．９

１０９．６

１０２．８

一般・精神病床併設

うち医療保険のみ

介護保険のみ

医療保険と介護保険併設

３

３

―

―

９８．０

９８．０

－

－

９８．４

９８．４

－

－

その他 ８ １０５．１ １０５．０

「一般病床のみ」の病院は、医業収支率、総収支率とも１００％未満である。
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第１６ 収支率、病床規模別

回答数 医業収支率 総収支率

総数

～ ４９床

５０～ ９９床

１００～１９９床

２００～４９９床

５００床～

（再掲）

～１９９床

２００床～

２８８

１８

７７

１２３

６１

９

２１８

７０

１０２．３

１０１．４

１０４．４

１０４．９

１００．２

１００．０

１０４．６

１００．２

１０２．０

１０１．５

１０４．２

１０４．７

９９．８

１００．１

１０４．４

９９．９

第１７ 収支率、ＤＰＣ別

回答数 医業収支率 総収支率

総数

ＤＰＣ対象病院

ＤＰＣ非対象病院

２８８

３８

２５０

１０２．３

９８．６

１０４．２

１０２．０

９８．７

１０３．８
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表１７ １病院当たり金額の％、病院種別、収支科目別

総 数 一般のみ 療養のみ 精神のみ (再掲)ＤＰＣ

医業収入合計

入院

外来

室料差額

その他

医業支出合計

給与費

医薬品費

給食材料費

診療材料費

経費

委託費

減価償却費

その他

１００．０

６９．８

２５．３

１．５

３．４

１００．０

５４．３

１１．９

０．６

８．３

１３．３

６．３

４．５

０．８

１００．０

６６．９

２８．４

１．６

３．１

１００．０

５１．３

１３．０

０．３

１０．６

１３．５

６．５

４．１

０．７

１００．０

８５．８

８．２

１．４

４．６

１００．０

６０．９

４．３

１．３

２．４

１７．１

７．４

５．９

０．７

１００．０

８１．９

１６．７

―

１．４

１００．０

６３．４

１０．２

３．６

１．１

１１．２

３．７

５．０

１．８

１００．０

７２．９

２２．９

１．５

３．４

１００．０

５２．０

１１．４

０．４

１２．０

１３．０

６．０

４．４

０．８

一般病院に比べ療養、精神病院は入院収入の比率が高く、また支出では給与費の比率

が高い。また、医薬品費は一般病床で比率が高い。

表１８ １病院当たり金額の％、地域別、収支科目別

総 数 東 京 指定都市 その他

医業収入合計

入院

外来

室料差額

その他

医業支出合計

給与費

医薬品費

給食材料費

診療材料費

経費

委託費

減価償却費

その他

１００．０

６９．８

２５．３

１．５

３．４

１００．０

５４．３

１１．９

０．６

８．３

１３．３

６．３

４．５

０．８

１００．０

６１．２

３１．６

３．６

３．６

１００．０

５４．８

１３．２

０．１

７．３

１４．３

６．７

２．８

０．８

１００．０

７０．１

２４．５

１．７

３．６

１００．０

５３．４

１０．６

０．２

１０．０

１４．５

６．９

３．９

０．７

１００．０

７０．６

２４．９

１．２

３．３

１００．０

５４．５

１２．１

０．７

８．０

１２．９

６．０

４．８

０．９

地域別、収支科目別では、東京の室料差額が際立って高い。



- 12 -

表１９ １病院当たり金額の％、病床規模別、収支科目別

総 数 ～４９ ５０～９９ 100～199

医業収入合計

入院

外来

室料差額

その他

医業支出合計

給与費

医薬品費

給食材料費

診療材料費

経費

委託費

減価償却費

その他

１００．０

６９．８

２５．３

１．５

３．４

１００．０

５４．３

１１．９

０．６

８．３

１３．３

６．３

４．５

０．８

１００．０

４８．１

４７．０

２．０

２．９

１００．０

５０．６

１５．１

０．５

８．２

１５．８

５．７

３．４

０．８

１００．０

６０．５

３３．６

１．９

４．０

１００．０

５５．４

９．８

０．５

６．７

１６．０

６．８

３．９

０．９

１００．０

６９．７

２５．４

１．５

３．４

１００．０

５５．４

１１．１

０．７

７．０

１３．０

６．２

４．５

１．０

200～499 500～ ～199 (再掲) 200～(再掲)

医業収入合計

入院

外来

室料差額

その他

医業支出合計

給与費

医薬品費

給食材料費

診療材料費

経費

委託費

減価償却費

その他

１００．０

７３．７

２１．８

１．４

３．１

１００．０

５３．３

１２．１

０．５

９．７

１３．０

６．１

４．６

０．８

１００．０

６９．８

２５．０

１．４

３．８

１００．０

５４．１

１４．５

０．６

９．２

９．６

６．８

４．６

０．５

１００．０

６６．８

２８．２

１．６

３．５

１００．０

５５．２

１０．９

０．７

７．０

１４．７

６．３

４．３

１．０

１００．０

７２．８

２２．６

１．４

３．３

１００．０

５３．５

１２．７

０．５

９．６

１２．１

６．２

４．６

０．７
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表２０ 病院数，一般病棟入院基本料・年次・許可病床規模別

年次

病床規模
総数 ①７対１ ②10 対１ ③13 対１ ④15 対１

⑤特別入

院基本料

平成 20 年 5 月時点

総 数 235 67 92 31 42 3

～49 床 16 3 6 3 4 -

50～99 62 9 29 10 13 1

100～199 102 26 38 15 21 2

200～499 47 27 16 2 2 -

500 床～ 8 2 3 1 2 -

～199 床（再掲） 180 38 73 28 38 3

200 床～（再掲） 55 29 19 3 4 -

平成 19 年 5 月時点

総 数 235 54 92 43 43 3

～49 床 16 3 6 2 5 -

50～99 62 7 26 16 12 1

100～199 102 22 36 20 22 2

200～499 47 21 21 3 2 -

500 床～ 8 1 3 2 2 -

～199 床（再掲） 180 32 68 38 39 3

200 床～（再掲） 55 22 24 5 4 -

表２１ 病院数，一般病棟入院基本料・年次別

一般病棟入院基本料

平成 20 年 5 月時点

総数 ①７対１ ②10 対１ ③13 対１ ④15 対１
⑤特別入

院基本料

平
成

19
年
５
月

総 数 226 67 92 31 42 3

①7 対１ 54 54 - - - -

②10 対１ 92 13 78 1 - -

③13 対１ 43 - 14 28 1 -

④15 対１ 43 - - 2 41 -

⑤特別入院基本料 3 - - - - 3
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表２３ 医業収支平均比率，一般病棟入院基本料・年次別

一般病棟入院基本料

平成20年5月時点

①７対１ ②10 対１ ③13 対１ ④15 対１
⑤特別入院

基本料

平
成

19
年
５
月

①７対１ 99.4 - - - -

②10 対１ 97.4 103.8 102.6 - -

③13 対１ - 104.5 102.7 100.1 -

④15 対１ - - 102.0 104.2 -

⑤特別入院基本料 - - - - 109.6

表２４ 医業収支平均比率、病院数(平成20年5月時点)，一般病棟入院基本料・医業収支

比率別

一般病棟入院

基本料

医業収支比率

平均

比率
総数 ～84

85～

89

90～

94

95～

99

100～

104

105～

109

110～

114
115～

平
成

20
年
５
月

総 数
101.6 235 6 15 22 39 58 33 28 34

①７対１ 99.0 67 2 5 11 13 16 6 8 6

②10 対１ 103.9 92 2 7 6 14 17 12 14 20

③13 対１ 102.7 31 - 2 3 5 12 6 1 2

④15 対１ 104.2 42 2 1 2 6 13 9 3 6

⑤特別入

院基本料 109.6 3 - - - 1 - - 2 -
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３．平成１９年調査と平成２０年調査との比較

表２５ 平成１９年調査と平成２０年調査の比較

平成１９年 平成２０年

調査客体数

有効回答数

有効回答率 （％）

１病院当たり許可病床数

１病院当たり１日入院患者数

病床利用率 （％）

１病院当たり月間外来患者数

医業収支率

医業収支率１００％未満の病院の％

医業支出中の給与費の％

医業支出中の医薬品費の％

院外処方箋あり

院外処方箋なし

従業員１人当たり医業収入（千円）

従業員１人当たりの給与費（千円）

従業員１人当たりの付加価値（千円）

入院１人１日当たり金額 （円）

１９９床以下 （円）

２００床以上 （円）

外来１人１日当たり金額 （円）

１９９床以下 （円）

２００床以上 （円）

（再掲）院外処方箋あり （円）

１９９床以下 （円）

２００床以上 （円）

（再掲）院外処方箋なし （円）

１９９床以下 （円）

２００床以上 （円）

＊付加価値率

＊労働分配率

５００

２８８

５７．６

１７２

１４７

８５．４

５，４１２

１０４．２

２４

５３．７

１１．７

１０．２

１６．０

８８０．６

４５３．５

４８９．４

２９，７８９

２７，５０１

３２，１９１

９，３８３

８，８１１

１０，２４１

８，７１４

８，１９０

９，６４３

１２，０２１

１２，３３４

１１，７７０

０．５５６

０．９２７

５００

２８８

５７．６

１７３

１４６

８４．２

５，０９４

１０２．３

３２

５４．３

１１．９

１０．３

１７．２

８７５．４

４６４．８

４８４．２

３０，３３４

２７，３４０

３３，４５０

９，７５９

９，０７１

１０，７０１

８，９９４

８，１３６

１０，２１０

１２，６９５

１２，９１４

１２，４２９

０．５５３

０．９６０

＊ 付加価値率＝（医業収入－医業費用＋給与費）／医業収入

労働分配率＝給与費／付加価値（医業収入－医業費用＋給与費）
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表２６ 平成１９年と平成２０年の同一病院（２１６）の比較

平成１９年 平成２０年

病床数

一 般

療 養

精 神

結 核（含感染症）

１病院当たり許可病床数

１病院当たり１日入院患者数

病床利用率（％）

１病院当たり月間外来患者数

１９９床以下

２００床以上

１病院当たり医業収入（百万円）

医業収支率（％）

医業収支率１００％未満の病院の％

従業員数

医業支出中の給与費の％

医業支出中の医薬品費の％

院外処方箋あり

院外処方箋なし

従業員１人当たり医業収入（千円）

従業員１人当たり給与費 （千円）

従業員１人当たり付加価値（千円）

入院１人１日当たり金額 （円）

１９９床以下 （円）

２００床以上 （円）

外来１人１日当たり金額 （円）

１９９床以下 （円）

２００床以上 （円）

（再掲）院外処方箋あり （円）

１９９床以下 （円）

２００床以上 （円）

（再掲）院外処方箋なし （円）

１９９床以下 （円）

２００床以上 （円）

付加価値率

労働分配率

３７，４２７

２４，１２９

９，５５７

３，６３９

１０２

１７３

１４８

８５．１

５，６４５

４，４０３

９，５６３

２０２．６

１０４．６

２４

４８，０４５

５３．４

１１．９

１０．３

１７．１

９１１．０

４６５．４

５０５．１

３０，４５４

２７，８５８

３３，３１７

９，５４８

９，０８３

１０，２２２

８，８２６

８，３５１

９，５７７

１２，５２４

１２，７３０

１２，３１２

０．５５４

０．９２１

３７，４３５

２４，１３６

９，７２６

３，２９３

１００

１７３

１４５

８３．５

５，２７４

４，０５２

９，０３３

１９９．５

１０２．５

３１

４８，９２４

５４．５

１１．７

９．９

１７．６

８８１．０

４６８．５

４８９．７

３０，９８７

２８，３１３

３３，８７８

９，７２４

９，１６６

１０，４９４

８，９３１

８，２９７

９，８６１

１２，９８８

１３，２７７

１２，６７９

０．５５６

０．９５７
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表２６は平成１９年、２０年の両年で回答してくれた同一病院（２１６）の比較である。

総病床数はほぼ横ばいであり、一般病床、療養病床は増加、精神病床が減少している。

入院患者数は若干減り、外来患者数も減少している。

医業収入が悪化し、医業収支率は２．１％減少している。

従業員数は増加している。

入院１人１日当たりの金額は若干増え、外来１人１日当たりの金額も若干増えている。

従業員１人あたり給与はやや増えており、従業員１人当たり医業収入は減っている。

付加価値率、労働分配率はやや高くなっている。

表２７ １病院当たり金額の％、収支科目別（２１６病院）

平成１９年 平成２０年

医業収入合計

入院

外来

室料差額

その他

医業支出合計

給与費

医薬品費

給食材料費

診療材料費

経費

委託費

減価償却費

その他

１００．０

６８．７

２６．６

１．５

３．２

１００．０

５３．４

１１．９

０．６

８．５

１４．１

６．３

４．２

１．０

１００．０

６９．７

２５．７

１．４

３．１

１００．０

５４．５

１１．７

０．６

８．１

１３．６

６．４

４．５

０．８
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４．調査結果の年次推移

表２８ 調査結果の年次推移（平成５年～平成２０年）

平成５年 平成７年 平成８年 平成10年 平成11年

調査客対数

有効回答数

有効回答率（％）

1病院当たり許可病床数

1病院当たり1日入院患者数

病床利用率（％）

１病院当たり月間外来患者数

医業収支率（％）

医業収支率100％未満の病院の％

総数

東京

指定都市

その他

医業支出中の給与費の％

給与費が５０％を超える病院の％

従業員1人当たり医業収入（千円）

従業員1人当たり給与費（千円）

従業員1人当たり付加価値（千円）

付加価値率

労働分配率

392

143

36.5

160

137

85.6

4,545

101.4

36

77

58

28

48.8

46

813.5

391.4

403.3

0.495

0.970

363

154

42.4

153

129

84.8

5,375

105.4

23

50

35

17

49.9

53

783.5

370.9

410.7

0.524

0.903

527

157

29.8

172

154

89.5

5,636

105.9

16

31

20

13

50.2

59

871.9

413.2

461.6

0.529

0.895

539

168

31.2

162

138

85.3

5,452

104.9

24

36

27

22

52.5

69

846.7

423.9

463.2

0.547

0.915

500

259

51.8

172

147

85.6

5,851

104.6

24

29

20

24

52.2

68

875.0

437.1

475.5

0.543

0.919
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表２８つづき

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年

調査客対数

有効回答数

有効回答率（％）

1病院当たり許可病床数

1病院当たり1日入院患者数

病床利用率（％）

１病院当たり月間外来患者数

医業収支率（％）

医業収支率100％未満の病院の％

総数

東京

指定都市

その他

医業支出中の給与費の％

給与費が５０％を超える病院の％

従業員1人当たり医業収入（千円）

従業員1人当たり給与費（千円）

従業員1人当たり付加価値（千円）

付加価値率

労働分配率

500

262

52.4

182

159

87.3

7,065

104.9

23

29

14

24

51.8

66

927.9

458.5

502.0

0.541

0.913

500

275

55.0

179

156

86.9

6,513

106.6

20

36

23

18

53.0

69

932.8

464.0

521.5

0.559

0.890

500

238

47.6

180

155

86.1

6,755

104.0

30

28

32

30

53.0

72

920.4

469.1

504.4

0.548

0.930

500

275

55.0

176

153

86.9

6,287

106.1

19

41

26

16

52.8

75

919.0

457.9

510.4

0.555

0.897

500

251

50.2

176

152

86.4

5,723

102.8

24

40

22

22

53.5

78

887.2

463.5

487.3

0.549

0.951
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表２８つづき

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年

調査客対数

有効回答数

有効回答率（％）

1病院当たり許可病床数

1病院当たり1日入院患者数

病床利用率（％）

１病院当たり月間外来患者数

医業収支率（％）

医業収支率100％未満の病院の％

総数

東京

指定都市

その他

医業支出中の給与費の％

給与費が５０％を超える病院の％

従業員1人当たり医業収入（千円）

従業員1人当たり給与費（千円）

従業員1人当たり付加価値（千円）

付加価値率

労働分配率

500

265

53.0

181

158

87.3

5,606

104.4

23

47

10

23

54.1

77

896.3

464.2

501.9

0.560

0.925

500

226

45.2

179

152

85.6

5,600

103.7

27

61

19

24

53.9

79

876.2

455.7

486.8

0.556

0.936

500

288

57.6

172

147

85.4

5,412

104.2

24

42

22

22

53.7

78

880.6

453.5

489.4

0.556

0.927

500

288

57.6

173

146

84.2

5,094

102.3

32

54

38

28

54.3

80

875.4

464.8

484.2

0.553

0.960
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５．平成２０年度調査結果からみた病院の経営状況

付表１ 総収支状況別、病院数の％、病床数別

病床数
赤字病院

の％

黒字病院

の％

付加価値率

（％）

労働分配率

（％）

総 数

～ ４９

５０～ ９９

１００～１９９

２００～４９９

５００～

（再掲）～１９９

（再掲）２００～

３４．４

３３．３

３９．０

２６．８

４１．０

５５．６

３１．７

４２．９

６５．６

６６．７

６１．０

７３．２

５９．０

４４．４

６８．３

５７．１

５５．３

５１．３

５７．２

５７．５

５３．４

５４．１

５７．２

５３．６

９６．０

９７．２

９２．６

９１．９

９９．５

１００．０

９２．３

９９．７

付表２ 総収支状況別、病院数の％、地域別

赤字病院

の％

黒字病院

の％

付加価値率

（％）

労働分配率

（％）

総数

東京

指定都市

その他

３４．４

４６．２

３６．０

３２．５

６５．６

５３．８

６４．０

６７．５

５５．３

５５．４

５４．１

５５．７

９６．０

９７．５

９７．２

９５．４

付表３ 総収支状況別、病院数の％、病院種別

赤字病院

の％

黒字病院

の％

付加価値率

（％）

労働分配率

（％）

総 数

一般病床のみ

療養病床のみ

精神病床のみ

一般・療養

一般・精神

３４．４

４６．４

２４．３

２５．０

２７．６

６６．７

６５．６

５３．６

７５．７

７５．０

７２．４

３３．３

５５．３

５１．１

６４．８

６５．７

５９．５

５１．８

９６．０

１００．８

８４．４

９０．６

９０．９

１０３．９

付表４ 総収支状況別、病院数の％、経営主体別

赤字病院

の％

黒字病院

の％

付加価値率

（％）

労働分配率

（％）

総数

個人

医療法人

その他

３４．４

５０．０

３０．２

７０．８

６５．６

５０．０

６９．８

２９．２

５５．３

５３．４

５６．０

５２．２

９６．０

８３．７

９４．８

１０４．０
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６．平成２０年度調査結果の総括

（１）平成２０年度の病院経営調査は、回答病院２８８（調査客体数５００病院）、回答

率５７．６％であり、回答病院数は昨年と同数であった。

（２）病院収支は、医業収支では平成１９年度の１０４．２％から１０２．３％、総収支

では１０３．９％から１０２．０％と、いずれも△１．９ポイントと経営悪化を認め

た。

（３）特に、指定都市では医業・総収支率ともに△４．１％と悪化が著しかった。

また、東京は、医業収支率で５４％の病院が赤字であった。

（４）病床種別では、「一般病床のみ」は医業収支率・総収支率ともに９９．６％であり、

平均で赤字であった。

（５）病床規模別では、「２０床～１９９床」が１０４.６％と比較的良く、「２００床以

上」の収支率は１００．２％と悪かった。

（６）ＤＰＣ対象病院（38病院）の収支率は、非対象病院（250病院）より悪い。これは、

ＤＰＣ対象病院が一般病床かつ大規模病院に多いことによるものと思われる。

（７）看護基準は、より上位である７：１、１０：１を取得する病院数が増えているが、

それによる収支率の好転は認められない。

（８）平成19年度・20年度の比較では、全回答病院の比較・２年連続回答の同一病院

（２１６病院）の比較、ともに下記のような傾向を認めた。

① 病床利用率の減少（１％以上）

② 外来患者数の減少（５％以上）

③ 医業収支率の悪化（約２％）

④ 給与費率の増（１％以上）

平成２０年は診療報酬改定が行われた。今回の改定は、医療本体増（＋０．３８％）、

全体改定率（－０．８２％）であるが、本調査結果では病院の収支は約２％悪化していた。

特に、一般病床は医業収支・総収支とも全体平均で赤字になっており、また、大規模病

院ほど収支が悪いという結果であった。このような状況が続けば、急性期病院を中心に、

日本の病院そして医療が崩壊していくのではないか、という将来を示唆する調査結果とな

った。



病 院 経 営 調 査 票

平成２０年５月状況調査

この調査は統計作成に用い、個々の病院データは公表いたしません。

７月３１日（木）までにご回答下さい。

お問い合わせは

全日本病院協会 事務局

電話 （０３）－３２３４－５１６５

（社） 全 日 本 病 院 協 会

iwai
テキストボックス
参　考 



調 査 要 綱

１．調査の目的

病院の医業経営の実態を明らかにすることを目的とします。

２．調査の対象

全日本病院協会会員の病院を対象とします。

３．調査の客体

調査の客体は、全日本病院協会役員、代議員及び各県より無作為抽出

した会員病院を客体とします。調査客体数 ５００病院。

４．調査の時期

平成２０年５月１日から平成２０年５月３１日までの期間について実施

します。

５．調査票の提出

平成２０年７月３１日（木）までに同封の返信用封筒で全日病事務局

（〒101－8378 東京都千代田区三崎町 3－７－12 清話会ビル 7Ｆ）あてに

返送して下さい。

６．調査票に記入された事実については秘密を厳守いたします。



－1－

１．基 本 デ ー タ

都道府県名

病 院 名

電 話 番 号

記 入 者 名

【１】地 域

１．東 京 ２．東京以外の政令指定都市 ３．そ の 他

【２】開設者の種類

１．個 人 ２．医療法人 ３．その他の法人

（具体的に： ）

【３】職員の状況

＊平成 20年５月末現在

職 種 常 勤 非 常 勤

医 師
人 人

薬 剤 師
人 人

看 護 師（含准看）
人 人

看 護 補 助 者
人 人

そ の 他 職 員
人 人

◆ 非常勤については、常勤換算した上で記入して下さい。

（非常勤職員の常勤換算方法 ＝ 非常勤職員の１カ月間の実労働時間／常勤職員の所定労働時間）



－2－

【４】病床の状況及び患者数

一 般 病 床

許可病床数 床

一般病床の５月中の入院患者延べ数 人

一般病床の５月中の退院患者数 人

一般病床の５月中の新入院患者数 人

療 養 病 床
医療保険 許可病床数 床

介護保険 許可病床数 床

精 神 病 床

医療保険 許可病床数 床

介護保険 許可病床数 床

結 核 病 床 許可病床数 床

感 染 症 病 床 許可病床数 床

許 可 病 床 数 の 合 計 床

許可病床全体の５月中の入院患者延べ数 人

許可病床全体の５月中の退院患者数 人

許可病床全体の５月中の新入院患者数 人

療養病床のうち老人保健施設へ転換した病床がある場合

左欄に転換病床数をご記入下さい。
床

＊ 許可病床数については平成 20年５月末現在のものを記入してください。

５月中の外来患者延べ数（5/1～5/31 の外来患者数の合計） 人
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【５】入院基本料の状況（該当する番号に○を記入してください。）

１．一般病棟入院基本料（一般病棟がない病院は記入の必要はありません）

平成１９年５月時点 平成２０年５月時点

①７対１・②10 対１・③13対１

④15対１・⑤特別入院基本料

①７対１・②10 対１・③13対１

④15対１・⑤特別入院基本料

２．精神病棟入院基本料（精神病棟がない病院は記入の必要はありません）

平成１９年５月時点 平成２０年５月時点

①10対１・②15対１・③18 対１

④20対１・⑤特別入院基本料

①10対１・②15対１・③18 対１

④20対１・⑤特別入院基本料

【６】常態として院外処方箋を出していますか。

１．は い ２．い い え

【７】給食を外部に委託していますか。

１．全て委託 ２．一部委託 ３．していない

【８】ＤＰＣに基づく支払いを受けていますか。

１．支払いを受けている ⇒（ 年 月から）

２．受けていない



－4－

【９】５月中に平常月と変わったこと（改築、一部閉鎖等）があったらその事実を

記載して下さい。

数字を記入する欄が０の場合は「０」、不明の場合は「不明」と必ず記入

して下さい



－ －5

２． 収 支 （平成20年5月分）

科 目 金 額

Ⅰ

医

業

収

入

(1) 入院収入（患者負担分を含む）

百万 千円

(2) 外来収入（患者負担分を含む）

(3) 室料差額収入

(4) その他の医業収入

合 計

Ⅱ

医

業

費

用

(1) 給与費

(2) 医薬品費

(3) 給食用材料費

(4) 診療材料費・医療消耗器具備品費

(5) 経 費

(6) 委託費

(7) 減価償却費（平成19年度実績の1/12）

(8) その他の医療費用（研究費、学会出席旅費等）

合 計

Ⅲ
医
業
外
収
入

(1) 受取利息・配当金（平成19年度実績の1/12）

(2) その他の医業外収入

合 計

Ⅳ
医
業
外
費
用

(1) 支払利息（平成19年度実績の1/12）

(2) その他の医業外費用

合 計

Ⅴ借入金収入額（長期・短期を含めた平成 19 年度実績の 1/12）

Ⅵ借入金返済額（長期・短期を含めた平成 19 年度実績の 1/12）

＊ 記入要領は次頁

＊ 法人ではなく病院単体の収支について記入してください。

＊ 「Ⅰ医業収入」、「Ⅱ医業費用」には介護保険分も含んだ額を記入してください。
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〔収 支 記 入 要 領〕

Ⅰ．医業収入

５月中に提供した医療・介護の対価を記入して下さい。支払基金、国保連に請求する額及び現金（一部

負担及び全額自費）、労災、自賠責等の徴収すべき額です。

(４)「その他の医業収入」… 健診、予防接種、人間ドック、相談、文書料、薬剤治験収入（年間収入額の

１ヶ月相当分）、休日・夜間・救急などの協力金（年間収入額の１ヶ月相当分）、等

Ⅱ．医業費用

５月中に支払った額を記入して下さい。

(１)「給与費」… 賞与の平成19年度年間支給額の１／１２と法定福利費（事業主分担１ヵ月分）を加えて

下さい。

(４)「診療材料費・医療消耗器具備品費」… 医療消耗器具備品等の体温計、血圧計等は５月中に支払っ

た額をいいます。

(５)「経費」… ５月中に支払った全額を記入して下さい。該当する費目は下記を参照して下さい。

(６)「委託費」… 検査、給食、洗濯、寝具、請求事務、経理等の５月中に支払った額（年契約の場合は

１／１２）を記入して下さい。

Ⅲ．医業外収入

(２)「その他の医業外収入」… 有価証券売却益（年間の１／１２）、職員、患者家族等の給食収入等を

いいます。

Ⅳ．医業外費用

(２)「その他の医業外費用」… 有価証券売却損（年間の１／１２）、職員、患者家族等の給食材料費等

をいいます。

Ⅴ．借入金収入額 … 金融機関等からの短期、長期を合わせて新たに借入れた額の平成19年度（又は平成19

年）実績の１／１２を記入して下さい。

なお、２つ以上の施設を合算されて借入等が行われている場合には、病床数、従事者数

の割合など、調査対象となった病院分の実態を最も適切に反映していると思われる係数

を使って推計して記入してください。（借入金返済額についても同様にお願いします）

Ⅵ．借入金返済額 … 金融機関等からの短期、長期を合わせた借入金返済額の平成19年度（又は平成19年）

実績の１／１２を記入して下さい。

◆ ２．収支 Ⅱ 医業費用の「(5) 経費」に含まれる費目は以下のとおりです。

これら費目で、平成 19 年５月中に支払った額の合計額を記入して下さい。なお、光熱水費、修繕費、

損害保険料、租税公課などの費目（※印）で1ヵ月間の実績では著しく不合理となる場合には、平成19

年度（又は平成19年）実績の１／１２の額として下さい

福 利 厚 生 費 福利施設負担額、厚生費など従業員及びその家族の福利厚生のために要する法定外福利費

(ｱ) 看護宿舎,食堂,売店など福利施設を利用する場合における事業主負担額

(ｲ) 診療,健康診断などを行った場合の減免額、その他衛生,保健,慰安,修養,教育訓練

などに要する費用、団体生命保険料及び慶弔に際して一定の基準により支給される

金品などの現物給与

旅 費 交 通 費 業務のための出張旅費。ただし研究、研修のための旅費を除く。

職 員 被 服 費※ 従業員に支給又は貸与する白衣、予防衣、診察衣、作業衣などの費用。

通 信 費 電信料、電話料、郵便料金などの通信のための費用

消 耗 品 費 カルテ,検査伝票,会計伝票など医療用,事務用の用紙、帳簿、電球、洗剤など１年

以内に消費するものの費消額。ただし、材料費に属するものは除く。

消耗器具備品費 医療用、事務用のスケール、計算機など減価償却を必要としないもので１年を超え

使用できるものの費消額。ただし、医療消耗器具備品費に属するものを除く。

（次頁へ続く）
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車 両 費 乗用車、救急車、巡回用自動車、船舶などの燃料、車両検査などの費用。

光 熱 水 費※ 電気料、ガス料、水道料、石炭、重油、プロパンガスなどの費用。

修 繕 費※ 有形固定資産に損傷、摩滅、汚損などが生じたとき現状回復に要した通常の修繕の

ための費用（固定資産の耐用年数の延長又は当該資産の能率,能力などの高める

改良に要する費用は含まれません。）

賃 借 料※ 土地、建物などの賃借料及び設備、器械の使用料などの費用（リース料、レンタル料）

損 害 保 険 料※ 火災保険料、病院賠償責任保険料、自動車損害賠償責任保険料などの費用。

交 際 費 接待費及び慶弔などの交際に要する費用。

諸 会 費※ 各種団体に対する会費、分担金などの費用。

租 税 公 課※ 固定資産税,事業税,自動車税,印紙税,登録免許税などの租税で、原則として税法上

損金に算入されるもの及び町会費など公共的課金としての費用。

徴収不能損失※ 徴収不能損失引当金への繰入額

雑 費 寄付金など前記の科目に属さない費用


